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議 案 参 考 資 料 担当課（室）係

（令和８年第１回定例会６月会議） 住民環境課　戸籍住民係

　　出入国管理及び難民認定法等の一部を改正する法律（令和６年法律第５９号）の

　個人番号カードと規定している箇所について、特定在留カード等を加えます。

４．概要

　施行期日　公布の日

　日本に在留する外国人の利便性の向上及び行政運営の効率化を図るため、令和８年

　本条例において個人番号カードに特定在留カード等を加えるものです。

　これに伴い、多機能端末機による印鑑登録証明書の交付申請の際に用いるものとして

　交付が開始されます。

６月１４日から個人番号カードと在留カード等が一体化した特定在留カード等の申請

１．議案名

議案第５９号　かつらぎ町印鑑条例の一部を改正する条例制定について

２．背景・経過

３．趣旨・目的

施行に伴い、条例改正を行おうとするものです。
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議 案 参 考 資 料 担当課（室）係

（令和８年第１回定例会６月会議） 税務課　住民税係

１．議案名

議案第６０号　かつらぎ町国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について

２．背景・経過

　国民健康保険税の税率については、構成されている所得割・均等割・平等割の基礎と
なる総所得額・被保険者数・国保加入世帯数が毎年変わっていくなかで、適正な税額を
確保するために毎年改正しています。

３．趣旨・目的

　国民健康保険税の賦課税率の改正を行うため、所要の改正を行おうとするものです。

４．概要

　　賦課税率の改正

　
 〇 税率について

　　　　　　　　　　　　　（令和７年度）　　　（令和８年度）

　　　基礎分 所得割　　　    ８．０６％　→　　　　７．８８％
　　　基礎分 均等割　　　２９，０００円　→　　３０，２００円
　　　基礎分 平等割　　　２１，２００円　→　　２１，９００円
　
　　  後期支援分 所得割　　　２．６７％　→　　　　２．７３％
　　　後期支援分 均等割　　９，８００円　→　　１０，６００円
　　　後期支援分 平等割　　７，２００円　→　　　７，７００円
　
　　  介護分 所得割　　　　　２．３４％　→　　　　２．４９％
　　　介護分 均等割　　　　９，７００円　→　　１１，１００円
　　　介護分 平等割　　　　５，１００円　→　　　５，９００円

　　施行期日　公布の日
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（令和８年第１回定例会６月会議）
【議案第６０号　参考資料】

表１

摘　　　要

所得割 ％ ％ pt

均等割 円 円 円

平等割 円 円 円

（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円

所得割 ％ ％ pt

均等割 円 円 円

平等割 円 円 円

（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円

所得割 ％ ％ pt

均等割 円 円 円

平等割 円 円 円

所得割 ％ ％ pt

均等割 円 円 円
18歳以上均等割 円 円 円

平等割 円 円 円

（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円

表２　【７割軽減額】
摘　　　要

均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円
均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円
均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
均等割 円 円 円

18歳以上均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円

子ども・
子育て
支援分

―　 786 ―　
子ども・子育て支援分
の税率等改正につい
ては、令和8年3月会
議において議決されて
います。

―　 49 ―　
―　 537

3,780 4,043 263

―　
―　 269 ―　
―　 402 ―　

介護分
6,790 7,770 980
3,570 4,130 560

後期
支援分

6,860 7,420 560
5,040 5,390 350
2,520 2,695 175

490
7,420 7,665 245

11,130 11,498 368

区　　分 ７年度（改正前） ８年度（改正後） 比　　　較

基礎分

20,300 21,140 840
14,840 15,330

※　未就学児については、基礎分、後期支援分、子ども・子育て支援分、それぞれ１人につき均等割
　　 額の２分の１を軽減します。

※　（特定）特定世帯とは、世帯の者が後期高齢者医療保険に移行したことにより、国保加入者が
     １人だけになった世帯で、後期高齢者医療保険に移行した者と引き続き同世帯であること、かつ
　　世帯主に変更がないこと。【基礎分、後期支援分、子ども・子育て支援分の平等割額の２分の１を
     軽減します。】

※　（特定継続）特定継続世帯とは、特定世帯になってから５年経過し８年経過するまでの世帯。
     【基礎分、後期支援分、子ども・子育て支援分の平等割額の４分の１を軽減します。】

子ども・子育て支援分
の税率等改正につい
ては、令和8年3月会
議において議決されて
います。

―　 1,122 ―　

―　 69 ―　

―　 766 ―　

子ども・
子育て
支援分

―　 0.30 ―　

―　 383 ―　

―　 574 ―　

介護分

2.34 2.49 0.15

9,700 11,100 1,400

後期
支援分

5,100 5,900 800

7,200 7,700 500

3,600 3,850 250

2.67 2.73 0.06

9,800 10,600 800

5,400 5,775 375

30,200 1,200

21,200 21,900 700

10,600 10,950 350

かつらぎ町国民健康保険税条例の主な改正内容（税率等改正）

税    　　率 ７年度（改正前） ８年度（改正後） 比　　　較

基礎分

8.06 7.88 △ 0.18

29,000

15,900 16,425 525
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表３　【５割軽減額】
摘　　　要

均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円
均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円
均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
均等割 円 円 円

18歳以上均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円

表４　【２割軽減額】
摘　　　要

均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円
均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円
均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
均等割 円 円 円

18歳以上均等割 円 円 円
平等割 円 円 円
（特定） 円 円 円

（特定継続） 円 円 円

一人当たりの税額(軽減適用後）

未就学児軽減

子ども・子育て支援分
の税率等改正につい
ては、令和8年3月会
議において議決されて
います。

―　 14 ―　
―　 154 ―　
―　 77 ―　
―　 115 ―　

子ども・
子育て
支援分

―　 225 ―　

介護分
1,940 2,220 280
1,020 1,180 160

後期
支援分

1,960 2,120 160
1,440 1,540 100

720 770 50
1,080 1,155 75

子ども・
子育て
支援分

―　 561 ―　

140
2,120 2,190 70
3,180 3,285 105

区　　分 ７年度（改正前） ８年度（改正後） 比　　　較

基礎分

5,800 6,040 240
4,240 4,380

子ども・子育て支援分
の税率等改正につい
ては、令和8年3月会
議において議決されて
います。

―　 35 ―　
―　 383

2,700 2,888 188

―　
―　 192 ―　
―　 287 ―　

介護分
4,850 5,550 700
2,550 2,950 400

後期
支援分

4,900 5,300 400
3,600 3,850 250
1,800 1,925 125

350
5,300 5,475 175
7,950 8,213 263

区　　分 ７年度（改正前） ８年度（改正後） 比　　　較

基礎分

14,500 15,100 600
10,600 10,950

区分 令和７年度 令和８年度 増減数値 対前年比

基礎分 70,684 73,261 2,577 103.6%

後期支援分 23,866 25,685 1,819 107.6%

介護分 23,634 26,893 3,259 113.8%

子ども・子育て支援分 － 2,970 2,970 －

区分 令和７年度 令和８年度 増減数値 対前年比

軽減額（円） 717,800 682,066 △ 35,734 95.0%

軽減世帯数（世帯） 46 37 △ 9 80.4%

軽減人数（人） 58 50 △ 8 86.2%
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（令和８年第１回定例会６月会議）

【議案第６０号　参考資料】

税率算定基礎数値

区分 令和7年度 令和8年度 増減数値 対前年比

所得額(円) 2,961,286,167 3,039,346,965 78,060,798 102.6%

被保険者数(人) 3,928 3,775 △ 153 96.1%

世帯数(世帯) 2,459 2,381 △ 78 96.8%

特定世帯数(世帯) 275 271 △ 4 98.5%

特定継続世帯数(世帯) 42 27 △ 15 64.3%

【介護分】

区分 令和7年度 令和8年度 増減数値 対前年比

所得額(円) 1,153,324,249 1,219,938,362 66,614,113 105.8%

被保険者数(人) 1,328 1,322 △ 6 99.5%

世帯数(世帯) 1,076 1,068 △ 8 99.3%

【基礎分、後期支援分】
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比較

税率 税額 税率 税額 税額

所得割 8.06% 187,798 7.88% 183,604 △ 4,194

均等割 4 人 29,000 116,000 4 人 30,200 120,800 4,800

平等割 1 世帯 21,200 21,200 1 世帯 21,900 21,900 700

軽減額 0 0 0

324,900 326,300 1,400

所得割 2.67% 62,211 2.73% 63,609 1,398

均等割 4 人 9,800 39,200 4 人 10,600 42,400 3,200

平等割 1 世帯 7,200 7,200 1 世帯 7,700 7,700 500

軽減額 0 0 0

108,600 113,700 5,100

433,500 440,000 6,500

所得割 2.34% 54,522 2.49% 58,017 3,495

均等割 2 人 9,700 19,400 2 人 11,100 22,200 2,800

平等割 1 世帯 5,100 5,100 1 世帯 5,900 5,900 800

軽減額 0 0 0

79,000 86,100 7,100

512,500 526,100 13,600

所得割 0 0.30% 6,990 6,990

均等割 人 0 4 人 1,122 4,488 4,488

18歳以上
均等割

人 0 4 人 69 276 276

平等割 世帯 0 1 世帯 766 766 766

軽減額 0 0 0

0 12,500 12,500

512,500 538,600 26,100

国　　民　　健　　康　　保　　険　　税　　額　　試　　算　　表　　①

　４人世帯（夫婦４０歳～６４歳までと４０歳未満の子供２人〔18歳以上〕）で、夫の給与収入４，０００，
０００円(所得２，７６０，０００円）の場合　【軽減無し】

区分
令和７年度 令和８年度

課税標準 課税標準

後
期
支
援
分

2,330,000 2,330,000

 税額　計　（後期支援分）  税額　計　（後期支援分）

基
礎
分

2,330,000 2,330,000

 税額　計　（基礎分）  税額　計　（基礎分）

　税額　小計　（基礎分＋後期支援分）
税額　小計

　（基礎分＋後期支援分）

介
護
分

2,330,000 2,330,000

 税額　計　（介護分）  税額　計　（介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
分

2,330,000

 税額　計　（子ども・子育て支援分）
 税額　計

（子ども・子育て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋子ども・子育

て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋

子ども・子育て支援分）

8



比較

税率 税額 税率 税額 税額

所得割 8.06% 128,154 7.88% 125,292 △ 2,862

均等割 4 人 29,000 116,000 4 人 30,200 120,800 4,800

平等割 1 世帯 21,200 21,200 1 世帯 21,900 21,900 700

軽減額 △ 27,440 △ 28,540 △ 1,100

237,900 239,400 1,500

所得割 2.67% 42,453 2.73% 43,407 954

均等割 4 人 9,800 39,200 4 人 10,600 42,400 3,200

平等割 1 世帯 7,200 7,200 1 世帯 7,700 7,700 500

軽減額 △ 9,280 △ 10,020 △ 740

79,500 83,400 3,900

317,400 322,800 5,400

所得割 2.34% 37,206 2.49% 39,591 2,385

均等割 2 人 9,700 19,400 2 人 11,100 22,200 2,800

平等割 1 世帯 5,100 5,100 1 世帯 5,900 5,900 800

軽減額 △ 4,900 △ 5,620 △ 720

56,800 62,000 5,200

374,200 384,800 10,600

所得割 0 0.30% 4,770 4,770

均等割 人 0 4 人 1,122 4,488 4,488

18歳以上
均等割

人 0 4 人 69 276 276

平等割 世帯 0 1 世帯 766 766 766

軽減額 0 △ 1,108 △ 1,108

0 9,100 9,100

374,200 393,900 19,700

国　　民　　健　　康　　保　　険　　税　　額　　試　　算　　表　　②

　４人世帯（夫婦４０歳～６４歳までと４０歳未満の子供２人〔18歳以上〕）で、夫の給与収入３，０００，
０００円(所得２，０２０，０００円）の場合　【２割軽減】

区分
令和７年度 令和８年度

課税標準 課税標準

後
期
支
援
分

1,590,000 1,590,000

 税額　計　（後期支援分）  税額　計　（後期支援分）

基
礎
分

1,590,000 1,590,000

 税額　計　（基礎分）  税額　計　（基礎分）

　税額　小計　（基礎分＋後期支援分）
税額　小計

　（基礎分＋後期支援分）

介
護
分

1,590,000 1,590,000

 税額　計　（介護分）  税額　計　（介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
分

1,590,000

 税額　計　（子ども・子育て支援分）
 税額　計

（子ども・子育て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋子ども・子育

て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋

子ども・子育て支援分）

9



比較

税率 税額 税率 税額 税額

所得割 8.06% 71,734 7.88% 70,132 △ 1,602

均等割 4 人 29,000 116,000 4 人 30,200 120,800 4,800

平等割 1 世帯 21,200 21,200 1 世帯 21,900 21,900 700

軽減額 △ 68,600 △ 71,350 △ 2,750

140,300 141,400 1,100

所得割 2.67% 23,763 2.73% 24,297 534

均等割 4 人 9,800 39,200 4 人 10,600 42,400 3,200

平等割 1 世帯 7,200 7,200 1 世帯 7,700 7,700 500

軽減額 △ 23,200 △ 25,050 △ 1,850

46,900 49,300 2,400

187,200 190,700 3,500

所得割 2.34% 20,826 2.49% 22,161 1,335

均等割 2 人 9,700 19,400 2 人 11,100 22,200 2,800

平等割 1 世帯 5,100 5,100 1 世帯 5,900 5,900 800

軽減額 △ 12,250 △ 14,050 △ 1,800

33,000 36,200 3,200

220,200 226,900 6,700

所得割 0 0.30% 2,670 2,670

均等割 人 0 4 人 1,122 4,488 4,488

18歳以上
均等割

人 0 4 人 69 276 276

平等割 世帯 0 1 世帯 766 766 766

軽減額 0 △ 2,765 △ 2,765

0 5,400 5,400

220,200 232,300 12,100

国　　民　　健　　康　　保　　険　　税　　額　　試　　算　　表　　③

　４人世帯（夫婦４０歳～６４歳までと４０歳未満の子供２人〔18歳以上〕）で、夫の給与収入２，０００，
０００円(所得１，３２０，０００円）の場合　【５割軽減】

区分
令和７年度 令和８年度

課税標準 課税標準

後
期
支
援
分

890,000 890,000

 税額　計　（後期支援分）  税額　計　（後期支援分）

基
礎
分

890,000 890,000

 税額　計　（基礎分）  税額　計　（基礎分）

　税額　小計　（基礎分＋後期支援分）
税額　小計

　（基礎分＋後期支援分）

介
護
分

890,000 890,000

 税額　計　（介護分）  税額　計　（介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
分

890,000

 税額　計　（子ども・子育て支援分）
 税額　計

（子ども・子育て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋子ども・子育

て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋

子ども・子育て支援分）

10



比較

税率 税額 税率 税額 税額

所得割 8.06% 0 7.88% 0 0

均等割 2 人 29,000 58,000 2 人 30,200 60,400 2,400

平等割 1 世帯 21,200 21,200 1 世帯 21,900 21,900 700

軽減額 △ 55,440 △ 57,610 △ 2,170

23,700 24,600 900

所得割 2.67% 0 2.73% 0 0

均等割 2 人 9,800 19,600 2 人 10,600 21,200 1,600

平等割 1 世帯 7,200 7,200 1 世帯 7,700 7,700 500

軽減額 △ 18,760 △ 20,230 △ 1,470

8,000 8,600 600

31,700 33,200 1,500

所得割 2.34% 0 2.49% 0 0

均等割 2 人 9,700 19,400 2 人 11,100 22,200 2,800

平等割 1 世帯 5,100 5,100 1 世帯 5,900 5,900 800

軽減額 △ 17,150 △ 19,670 △ 2,520

7,300 8,400 1,100

39,000 41,600 2,600

所得割 0 0.30% 0 0

均等割 人 0 2 人 1,122 2,244 2,244

18歳以上
均等割

人 0 2 人 69 138 138

平等割 世帯 0 1 世帯 766 766 766

軽減額 0 △ 2,205 △ 2,205

0 900 900

39,000 42,500 3,500

国　　民　　健　　康　　保　　険　　税　　額　　試　　算　　表　　④

　２人世帯（夫婦４０歳から６４歳まで）で、所得０円の場合　【７割軽減】

区分
令和７年度 令和８年度

課税標準 課税標準

後
期
支
援
分

0 0

 税額　計　（後期支援分）  税額　計　（後期支援分）

基
礎
分

0 0

 税額　計　（基礎分）  税額　計　（基礎分）

　税額　小計　（基礎分＋後期支援分）
税額　小計

　（基礎分＋後期支援分）

介
護
分

0 0

 税額　計　（介護分）  税額　計　（介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
分

0

 税額　計　（子ども・子育て支援分）
 税額　計

（子ども・子育て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋子ども・子育

て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋

子ども・子育て支援分）

11



比較

税率 税額 税率 税額 税額

所得割 8.06% 54,002 7.88% 52,796 △ 1,206

均等割 2 人 29,000 58,000 2 人 30,200 60,400 2,400

平等割 1 世帯 21,200 21,200 1 世帯 21,900 21,900 700

軽減額 △ 15,840 △ 16,460 △ 620

117,300 118,600 1,300

所得割 2.67% 17,889 2.73% 18,291 402

均等割 2 人 9,800 19,600 2 人 10,600 21,200 1,600

平等割 1 世帯 7,200 7,200 1 世帯 7,700 7,700 500

軽減額 △ 5,360 △ 5,780 △ 420

39,300 41,400 2,100

156,600 160,000 3,400

所得割 2.34% 15,678 2.49% 16,683 1,005

均等割 2 人 9,700 19,400 2 人 11,100 22,200 2,800

平等割 1 世帯 5,100 5,100 1 世帯 5,900 5,900 800

軽減額 △ 4,900 △ 5,620 △ 720

35,200 39,100 3,900

191,800 199,100 7,300

所得割 0 0.30% 2,010 2,010

均等割 人 0 2 人 1,122 2,244 2,244

18歳以上
均等割

人 0 2 人 69 138 138

平等割 世帯 0 1 世帯 766 766 766

軽減額 0 △ 631 △ 631

0 4,500 4,500

191,800 203,600 11,800

国　　民　　健　　康　　保　　険　　税　　額　　試　　算　　表　　⑤

　２人世帯（夫婦４０歳から６４歳まで）で、夫の事業所得１，１００，０００円の場合　【２割軽減】

区分
令和７年度 令和８年度

課税標準 課税標準

後
期
支
援
分

670,000 670,000

 税額　計　（後期支援分）  税額　計　（後期支援分）

基
礎
分

670,000 670,000

 税額　計　（基礎分）  税額　計　（基礎分）

　税額　小計　（基礎分＋後期支援分）
税額　小計

　（基礎分＋後期支援分）

介
護
分

670,000 670,000

 税額　計　（介護分）  税額　計　（介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
分

670,000

 税額　計　（子ども・子育て支援分）
 税額　計

（子ども・子育て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋子ども・子育

て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋

子ども・子育て支援分）

12



比較

税率 税額 税率 税額 税額

所得割 8.06% 78,182 7.88% 76,436 △ 1,746

均等割 2 人 29,000 58,000 2 人 30,200 60,400 2,400

平等割 1 世帯 21,200 21,200 1 世帯 21,900 21,900 700

軽減額 △ 15,840 △ 16,460 △ 620

141,500 142,200 700

所得割 2.67% 25,899 2.73% 26,481 582

均等割 2 人 9,800 19,600 2 人 10,600 21,200 1,600

平等割 1 世帯 7,200 7,200 1 世帯 7,700 7,700 500

軽減額 △ 5,360 △ 5,780 △ 420

47,300 49,600 2,300

188,800 191,800 3,000

所得割 2.34% 0 2.49% 0 0

均等割 1 人 9,700 9,700 1 人 11,100 11,100 1,400

平等割 1 世帯 5,100 5,100 1 世帯 5,900 5,900 800

軽減額 △ 2,960 △ 3,400 △ 440

11,800 13,600 1,800

200,600 205,400 4,800

所得割 0 0.30% 2,910 2,910

均等割 人 0 2 人 1,122 2,244 2,244

18歳以上
均等割

人 0 2 人 69 138 138

平等割 世帯 0 1 世帯 766 766 766

軽減額 0 △ 631 △ 631

0 5,400 5,400

200,600 210,800 10,200

国　　民　　健　　康　　保　　険　　税　　額　　試　　算　　表　　⑥

　２人世帯（６５歳以上の夫と４０歳以上６５歳未満の妻）で、夫の事業所得１，４００，０００円の場
合　【２割軽減】

区分
令和７年度 令和８年度

課税標準 課税標準

後
期
支
援
分

970,000 970,000

 税額　計　（後期支援分）  税額　計　（後期支援分）

基
礎
分

970,000 970,000

 税額　計　（基礎分）  税額　計　（基礎分）

　税額　小計　（基礎分＋後期支援分）
税額　小計

　（基礎分＋後期支援分）

介
護
分

0 0

 税額　計　（介護分）  税額　計　（介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
分

970,000

 税額　計　（子ども・子育て支援分）
 税額　計

（子ども・子育て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋子ども・子育

て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋

子ども・子育て支援分）

13



比較

税率 税額 税率 税額 税額

所得割 8.06% 142,662 7.88% 139,476 △ 3,186

均等割 2 人 29,000 58,000 2 人 30,200 60,400 2,400

平等割 1 世帯 21,200 21,200 1 世帯 21,900 21,900 700

軽減額 0 0 0

221,800 221,700 △ 100

所得割 2.67% 47,259 2.73% 48,321 1,062

均等割 2 人 9,800 19,600 2 人 10,600 21,200 1,600

平等割 1 世帯 7,200 7,200 1 世帯 7,700 7,700 500

軽減額 0 0 0

74,000 77,200 3,200

295,800 298,900 3,100

所得割 2.34% 0 2.49% 0 0

均等割 1 人 9,700 9,700 1 人 11,100 11,100 1,400

平等割 1 世帯 5,100 5,100 1 世帯 5,900 5,900 800

軽減額 0 0 0

14,800 17,000 2,200

310,600 315,900 5,300

所得割 0 0.30% 5,310 5,310

均等割 人 0 2 人 1,122 2,244 2,244

18歳以上
均等割

人 0 2 人 69 138 138

平等割 世帯 0 1 世帯 766 766 766

軽減額 0 0 0

0 8,400 8,400

310,600 324,300 13,700

国　　民　　健　　康　　保　　険　　税　　額　　試　　算　　表　　⑦

　２人世帯（６５歳以上の夫と４０歳以上６５歳未満の妻）で、夫の事業所得２，２００，０００円の場
合　【軽減無し】

区分
令和７年度 令和８年度

課税標準 課税標準

後
期
支
援
分

1,770,000 1,770,000

 税額　計　（後期支援分）  税額　計　（後期支援分）

基
礎
分

1,770,000 1,770,000

 税額　計　（基礎分）  税額　計　（基礎分）

　税額　小計　（基礎分＋後期支援分）
税額　小計

　（基礎分＋後期支援分）

介
護
分

0 0

 税額　計　（介護分）  税額　計　（介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋子ども・子育

て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分＋

子ども・子育て支援分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

　税額　合計
（基礎分＋後期支援分+介護分）

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
分

1,770,000

 税額　計　（子ども・子育て支援分）
 税額　計

（子ども・子育て支援分）
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条
第

2項
の
所
得
割
額
は
、
賦
課
期
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
所
得
に
係

る
法
第

3
14
条
の

2第
1項

に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計

額
か
ら
同
条
第

2項
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
し
た
後
の
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所

得
金
額
の
合
計
額

(
以
下
「
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
」
と
い
う
。

)に
10

0

分
の
7.
88
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

第
3条

 
前
条
第
2項

の
所
得
割
額
は
、
賦
課
期
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
所
得
に
係

る
法
第

3
14
条
の

2第
1項

に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計

額
か
ら
同
条
第

2項
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
し
た
後
の
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所

得
金
額
の
合
計
額

(
以
下
「
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
」
と
い
う
。

)に
10

0

分
の
8.
06
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。

 

2 
（
略
）

 
2 

（
略
）
 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
 

 
 

(国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

) 
(国

民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

) 

第
5
条

 
第

2
条
第
2
項
の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
被
保
険
者

1人
に
つ
い
て

30
,
2
0

0円
と
す
る
。

 

第
5
条

 
第
2
条
第

2
項
の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
被
保
険
者

1人
に
つ
い
て

29
,
0
0

0円
と
す
る
。
 

(国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

) 
(国

民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

) 

第
5条

の
2
 
（
略
）
 

第
5条

の
2 

（
略
）

 

(1
)
 
特
定
世
帯

(
特
定
同
一
世
帯
所
属
者

(
国
民
健
康
保
険
法
第

6条
第

8
号
の
規

(1
)
 
特
定
世
帯

(
特
定
同
一
世
帯
所
属
者

(
国
民
健
康
保
険
法
第

6条
第

8
号
の
規

15



か
つ
ら
ぎ
町
国
民
健
康
保
険
税
条
例

- 
2 

- 

 

改
 
正
 
後
 

改
 
正
 
前
 

定
に
よ
り
被
保
険
者
の
資
格
を
喪
失
し
た
者
で
あ
っ
て
、
当
該
資
格
を
喪
失
し

た
日
の
前
日
以
後
継
続
し
て
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同

じ
。

)と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
が
属
す
る
世
帯
で
あ
っ
て
同
日
の

属
す
る
月

(以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
特
定
月
」
と
い
う
。

)
以
後

5年
を
経
過

す
る
月
ま
で
の
間
に
あ
る
も
の

(当
該
世
帯
に
他
の
被
保
険
者
が
い
な
い
場
合

に
限
る
。
)を

い
う
。
次
号
、
第
7条

の
3、

第
9条

の
7及

び
第
23
条
第
1項

に
お

い
て
同
じ
。
)及

び
特
定
継
続
世
帯
(特

定
同
一
世
帯
所
属
者
と
同
一
の
世
帯
に

属
す
る
被
保
険
者
が
属
す
る
世
帯
で
あ
っ
て
特
定
月
以
後

5年
を
経
過
す
る
月

の
翌
月
か
ら
特
定
月
以
後

8
年
を
経
過
す
る
月
ま
で
の
間
に
あ
る
も
の

(
当
該

世
帯
に
他
の
被
保
険
者
が
い
な
い
場
合
に
限
る
。

)を
い
う
。
第

3
号
、
第

7
条

の
3、

第
9条

の
7及

び
第
23
条
第
1項

に
お
い
て
同
じ
。

)以
外
の
世
帯
 

 
21
,9
00
円
 

定
に
よ
り
被
保
険
者
の
資
格
を
喪
失
し
た
者
で
あ
っ
て
、
当
該
資
格
を
喪
失
し

た
日
の
前
日
以
後
継
続
し
て
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同

じ
。

)と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
が
属
す
る
世
帯
で
あ
っ
て
同
日
の

属
す
る
月

(以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
特
定
月
」
と
い
う
。

)
以
後

5年
を
経
過

す
る
月
ま
で
の
間
に
あ
る
も
の

(当
該
世
帯
に
他
の
被
保
険
者
が
い
な
い
場
合

に
限
る
。
)を

い
う
。
次
号
、
第

7条
の
3、

第
9条

の
7及

び
第

23
条
第
1項

に
お

い
て
同
じ
。
)及

び
特
定
継
続
世
帯

(特
定
同
一
世
帯
所
属
者
と
同
一
の
世
帯
に

属
す
る
被
保
険
者
が
属
す
る
世
帯
で
あ
っ
て
特
定
月
以
後

5年
を
経
過
す
る
月

の
翌
月
か
ら
特
定
月
以
後

8
年
を
経
過
す
る
月
ま
で
の
間
に
あ
る
も
の

(
当
該

世
帯
に
他
の
被
保
険
者
が
い
な
い
場
合
に
限
る
。

)を
い
う
。
第

3
号
、
第

7
条

の
3、

第
9条

の
7及

び
第

23
条
第
1項

に
お
い
て
同
じ
。
)
以
外
の
世
帯
 

 
21
,2
00
円
 

(2
) 

特
定
世
帯

 
10
,9
50
円
 

(2
) 

特
定
世
帯

 
10
,6
00
円
 

(3
) 

特
定
継
続
世
帯

 
16
,4
25
円
 

(3
) 

特
定
継
続
世
帯

 
15
,9
00
円
 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
 

 
 

(
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
所
得
割

額
) 

(
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
所
得
割

額
) 

第
6条

 
第

2条
第
3項

の
所
得
割
額
は
、
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に

10
0分

の

2.
73
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。

 

第
6条

 
第
2条

第
3
項
の
所
得
割
額
は
、
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に

10
0分

の

2.
67
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。

 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
 

 
 

(
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
被
保
険

(
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
被
保
険

16
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ら
ぎ
町
国
民
健
康
保
険
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- 
3 

- 

 

改
 
正
 
後
 

改
 
正
 
前
 

者
均
等
割
額

) 
者
均
等
割
額
) 

第
7条

の
2
 
第
2条

第
3項

の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
被
保
険
者

1人
に
つ
い
て

10
,6
00
円
と
す
る
。
 

第
7条

の
2 

第
2条

第
3項

の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
被
保
険
者

1人
に
つ
い
て
 

9,
80
0円

と
す
る
。

 

(
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
世
帯
別

平
等
割
額

) 

(
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
世
帯
別

平
等
割
額
) 

第
7条

の
3
 
第
2条

第
3項

の
世
帯
別
平
等
割
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
世
帯
の
区

分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

 

第
7条

の
3 

第
2条

第
3項

の
世
帯
別
平
等
割
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
世
帯
の
区

分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

 

(1
) 

特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
7,
70
0円

 
(1
) 

特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
7,
20
0
円
 

(2
) 

特
定
世
帯

 
3,
85
0円

 
(2
) 

特
定
世
帯

 
3,
60
0
円
 

(3
) 

特
定
継
続
世
帯

 
5,
77
5円

 
(3
) 

特
定
継
続
世
帯

 
5,
40
0円

 

(介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
所
得
割
額

) 
(介

護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
所
得
割
額

) 

第
8
条
 
第

2
条
第

4項
の
所
得
割
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
基
礎

控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に

10
0分

の
2.
49
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

第
8
条
 
第
2
条
第

4項
の
所
得
割
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
基
礎

控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に

10
0分

の
2.
34
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。

 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
 

 
 

(介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

) 
(介

護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

) 

第
9条

の
2
 
第
2条

第
4項

の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者

1人
に
つ
い
て

11
,1
00
円
と
す
る
。
 

第
9条

の
2 

第
2条

第
4項

の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者

1人
に
つ
い
て
9,

70
0円

と
す
る
。

 

(介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

) 
(介

護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

) 

第
9条

の
3
 
第
2条

第
4項

の
世
帯
別
平
等
割
額
は
、
1世

帯
に
つ
い
て
5,
90
0円

と
す

る
。
 

第
9条

の
3 

第
2条

第
4項

の
世
帯
別
平
等
割
額
は
、
1世

帯
に
つ
い
て

5,
10
0円

と
す

る
。
 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
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か
つ
ら
ぎ
町
国
民
健
康
保
険
税
条
例

- 
4 

- 

 

改
 
正
 
後
 

改
 
正
 
前
 

 
 

(国
民
健
康
保
険
税
の
減
額

) 
(国

民
健
康
保
険
税
の
減
額

) 

第
23
条
 
（
略
）
 

第
23
条
 
（
略
）
 

(1
) 

（
略
）

 
(1
) 

（
略
）
 

ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
基
礎
課
税
額
の
被
保
険
者
均
等
割

額
 

ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
基
礎
課
税
額
の
被
保
険
者
均
等
割

額
 

被
保
険
者
(第

1条
第
2項

に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
) 

被
保
険
者

(第
1条

第
2項

に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。

) 

1人
に
つ
い
て
 
21
,1
40
円
 

1人
に
つ
い
て

 
20
,3
00
円
 

イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
基
礎
課
税
額
の
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額

 

イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
基
礎
課
税
額
の
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額

 

①
 
 特

定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
15
,3
30
円
 

①
 
 特

定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
1
4,
84
0円

 

②
 
 特

定
世
帯
 
7,
66
5円

 
②
 
特
定
世
帯
 
7
,4
20
円
 

③
 
 特

定
継
続
世
帯
 
11
,4
98
円
 

③
 
特
定
継
続
世
帯

 
11
,1
30
円
 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

被
保
険
者
均
等
割
額
被
保
険
者

(
第

1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

く
。

) 
1人

に
つ
い
て

 
7,
42
0円

 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

被
保
険
者
均
等
割
額
被
保
険
者

(
第

1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

く
。
) 

1人
に
つ
い
て

 
6,
86
0円

 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め

る
額

 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め

る
額
 

①
 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
5,
39
0円

 
①

 
 特

定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
5
,0
40
円
 

②
 
特
定
世
帯
 
2,
69
5円

 
②
 
特
定
世
帯
 
2,

52
0円

 

③
 
特
定
継
続
世
帯
 
4,
04
3円

 
③
 
特
定
継
続
世
帯

 
3,
78
0円

 

オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 

介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者

(
第

1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者

(
第

1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

18



か
つ
ら
ぎ
町
国
民
健
康
保
険
税
条
例

- 
5 

- 

 

改
 
正
 
後
 

改
 
正
 
前
 

く
。

) 
く
。
) 

1人
に
つ
い
て
 
7,
77
0円

 
1人

に
つ
い
て

 
6,
79
0円

 

カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 

1世
帯
に
つ
い
て
 
4,
13
0円

 
1世

帯
に
つ
い
て

 
3,
57
0円

 

(2
) 

（
略
）

 
(2
) 

（
略
）
 

ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 

被
保
険
者
(第

1条
第
2項

に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。

) 
被
保
険
者

(第
1条

第
2項

に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。

) 

1人
に
つ
い
て
 
15
,1
00
円
 

1人
に
つ
い
て

 
14
,5
00
円
 

イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る

世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額

 

イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る

世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額

 

①
 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
10
,9
50
円
 

①
 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
10

,6
00
円
 

②
 
特
定
世
帯
 
5,
47
5円

 
②
 
特
定
世
帯
 
5
,3
00
円
 

③
 
特
定
継
続
世
帯
 
8,
21
3円

 
③
 
特
定
継
続
世
帯

 
7,
95
0円

 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

被
保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者

(
第

1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

く
。

) 
1人

に
つ
い
て

 
5,
30
0円

 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

被
保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者

(
第
1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

く
。
) 

1人
に
つ
い
て

 
4,
90
0円

 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め

る
額

 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め

る
額
 

①
 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
3,
85
0円

 
①
 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
3,

60
0円

 

②
 
特
定
世
帯
 
1,
92
5円

 
②
 
特
定
世
帯
 
1,

80
0円

 

③
 
特
定
継
続
世
帯
 
2,
88
8円

 
③
 
特
定
継
続
世
帯

 
2,
70
0円

 

オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 

介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者

(
第

1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者

(
第

1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
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か
つ
ら
ぎ
町
国
民
健
康
保
険
税
条
例

- 
6 

- 

 

改
 
正
 
後
 

改
 
正
 
前
 

く
。

) 
く
。
) 

1人
に
つ
い
て
 
5,
55
0円

 
1人

に
つ
い
て

 
4,
85
0円

 

カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 

1世
帯
に
つ
い
て
 
2,
95
0円

 
1世

帯
に
つ
い
て

 
2,
55
0円

 

(3
) 

（
略
）

 
(3
) 

（
略
）
 

ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
基
礎
課
税
額
の
被
保
険
者
均
等
割

額
 

ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
基
礎
課
税
額
の
被
保
険
者
均
等
割

額
 

被
保
険
者
(第

1条
第
2項

に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。

) 
被
保
険
者

(第
1条

第
2項

に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。

) 

1人
に
つ
い
て
 
6,
04
0円

 
1人

に
つ
い
て

 
5,
80
0円

 

イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
基
礎
課
税
額
の
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額

 

イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
基
礎
課
税
額
の
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額

 

①
 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
4,
38
0円

 
①
 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
4
,2
40
円
 

②
 
特
定
世
帯
 
2,
19
0円

 
②
 
特
定
世
帯
 
2
,1
20
円
 

③
 
特
定
継
続
世
帯
 
3,
28
5円

 
③
 
特
定
継
続
世
帯

 
3,
18
0円

 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

被
保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者

(
第

1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

く
。

) 
1人

に
つ
い
て

 
2,
12
0円

 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

被
保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者

(
第
1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

く
。
) 

1人
に
つ
い
て

 
1,
96
0円

 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め

る
額

 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の

世
帯
別
平
等
割
額
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る

額
 

①
 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
1,
54
0円

 
①
 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯

 
1,

44
0円

 

②
 
 
特
定
世
帯
 
77
0円

 
②
 
特
定
世
帯
 
7
20
円
 

③
 
特
定
継
続
世
帯
 
1,
15
5円

 
③
 
特
定
継
続
世
帯

 
1,
08
0円

 

オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額
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か
つ
ら
ぎ
町
国
民
健
康
保
険
税
条
例

- 
7 

- 

 

改
 
正
 
後
 

改
 
正
 
前
 

介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者

(
第

1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

く
。

) 

介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者

(
第

1
条
第

2
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

く
。
) 

1人
に
つ
い
て
 
2,
22
0円

 
1人

に
つ
い
て

 
1,
94
0円

 

カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 

1世
帯
に
つ
い
て
 
1,
18
0円

 
1世

帯
に
つ
い
て

 
1,
02
0円

 

2 
（
略
）

 
2 

（
略
）
 

(1
) 

（
略
）

 
(1
) 

（
略
）
 

ア
 
前
項
第
1号

ア
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
4,
53
0円

 
ア
 
前
項
第
1号

ア
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
4,
35
0円

 

イ
 
前
項
第
2号

ア
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
7,
55
0円

 
イ
 
前
項
第
2号

ア
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
7,
25
0円

 

ウ
 
前
項
第
3号

ア
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
12
,0
80
円
 

ウ
 
前
項
第
3号

ア
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
11
,6
00
円
 

エ
 
ア
か
ら
ウ
ま
で
に
掲
げ
る
世
帯
以
外
の
世
帯

 
15
,1
00
円
 

エ
 
ア
か
ら
ウ
ま
で
に
掲
げ
る
世
帯
以
外
の
世
帯

 
14
,
50
0円

 

(2
) 

（
略
）

 
(2
) 

（
略
）
 

ア
 
前
項
第
1号

ウ
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
1,
59
0円

 
ア
 
前
項
第
1号

ウ
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
1,
47
0円

 

イ
 
前
項
第
2号

ウ
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
2,
65
0円

 
イ
 
前
項
第
2号

ウ
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
2,
45
0円

 

ウ
 
前
項
第
3号

ウ
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
4,
24
0円

 
ウ
 
前
項
第
3号

ウ
に
規
定
す
る
金
額
を
減
額
し
た
世
帯

 
3,
92
0円

 

エ
 
ア
か
ら
ウ
ま
で
に
掲
げ
る
世
帯
以
外
の
世
帯

 
5,
30
0円

 
エ
 
ア
か
ら
ウ
ま
で
に
掲
げ
る
世
帯
以
外
の
世
帯

 
4,
90
0
円
 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）
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議 案 参 考 資 料 担当課（室）係

（令和８年第１回定例会６月会議） 住民環境課　環境衛生係

４．概要

　下志賀の飲料水供給施設浄水場新設工事につきましては、令和７年９月から着手し、
現在、浄水場内配管やポンプ・浄水設備等の主要な機械電気計装設備の設置が終わった
ところとなっています。
　今回、これらの機械電気計装設備の運転や監視に必要となる通信機器設置にあたっ
て、再度、浄水場内の設置場所の通信状態を確認したところ、当初の想定より通信状態
が悪く、長時間監視できない可能性があることがわかりました。
　
　今回の変更内容は、通信方法及び通信設備の変更に伴う、工事費の増額となっていま
す。
　
　変更前請負契約金額　　　１２６，５０４，４００円（税込額）
　変更後請負契約金額　　　１３４，４２０，０００円（税込額）
　差引金額　　　　　　　　　　７，９１５，６００円（税込額）

　令和８年　６月　　　　議会議決、変更工事着工
　令和８年  ９月　　　　完成予定

　契約の締結は、予算の執行に関する事項であるので長の権限に属しますが、特に重要
な契約の締結については、長のみに委ねず議会もその決定に参与するものとされていま
す。
　その趣旨は、住民の利害に与える影響が特に大きい契約について、一般の契約が受け
る法的規制の上にさらに制約を加え、また住民の意思を反映させようとするものです。
　下志賀地区飲料水供給施設浄水場新設工事の請負契約金額変更契約の締結にあたり、
契約の内容、金額等が妥当であるかについて、議会の議決を求めるものです。

１．議案名

議案第６１号　工事請負契約金額変更契約の締結について

２．背景・経過

　議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条において、地
方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は
予定価格50,000,000円以上の工事又は製造の請負とされており、議決を求めるもので
す。
　令和７年第１回かつらぎ町議会定例会（９月会議）で可決されました工事請負金額に
変更が生じたので、議決を求めるものです。

３．趣旨・目的
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事 業 概 要 

 

工事年度： 令和７年度 

 

事 業 名： 水道未普及地域解消事業 

 

工 事 名： 下志賀地区飲料水供給施設浄水場新設工事 

工事場所： かつらぎ町大字 志賀 地内 

 

工 期： 令和７年９月１８日～令和８年９月３０日 

 

工事内容：  

 

 １．機械電気計装設備工      

    ユニットポンプ            1式 

計装テレメーター盤（通信設備含む） 1式 

水質計器ユニット          1式 

    膜ろ過装置             1式 

 

 ２．導水施設設置工            1式 

 

 ３．場内配管工               1式 

 

 ４．場内舗装工                        1式 
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令和７年度

水道未普及地域解消事業

下志賀地区飲料水供給施設浄水場新設工事

国道480号線

県道かつらぎ桃山線

高野町方面
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平面図

写 真

下志賀 浄水場 平面図

通信機器

通信機器
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